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カーボン・オフセット認証制度実施規則改定 新旧対応表 

新（Ver.5.0） 旧（改定 4 版） 

前文 「カーボン・オフセットの取組に対

する第三者認証機関による認証基準

（Ver. 1.0）」 

前文 「カーボン・オフセットの取組に対す

る第三者認証機関による認証基準

（Ver. 1.0）」 

9 条 

2 項 

（認証センター及び検証機関の適格

性） 

第 9 条 認証センター及び要員の適

格性については、別に定める文書に

基づき定期的に評価し、運営委員会

により承認を得る。 

2 本認証制度における適格検証機

関とは、申請受理時点において、京

都メカニズムにおける指定運営組織

（DOE）又は認定独立組織（AIE）

として登録されている機関を指す。 

9 条 （認証センターの適格性） 

第 9 条 認証センター及び要員の適格

性については、別に定める文書に基づ

き定期的に評価し、運営委員会により

承認を得る。 

 

14 条 

1 項 

（申請者） 

第 14 条 本認証制度においてカーボ

ン･オフセットの案件の認証取得の

申請を行うことができる者は、第 6

条の制度参加者であって、カーボ

ン・オフセットラベル使用の対象と

なる商品・サービス、会議・イベン

ト、自己活動（以下「商品等」とい

う）の提供あるいは実施を現に行っ

ており、かつこれらの実施状況等を

本制度の条件及び趣旨に従ってこれ

らの提供あるいは実施を行うことが

できる者とする。ただし、国又は地

方公共団体が関与して、特定の活動

のために期間を限定してその活動を

遂行するために事務局等を設置し、

かつ国又は地方公共団体による事務

局等の設置根拠が明示される場合に

限り、事務局名等で申請をすること

ができる。 

14 条 

1 項 

（申請者） 

第 14 条 本認証制度においてカーボ

ン･オフセットの案件の認証取得の申

請を行うことができる者は、第 6 条

の制度参加者であって、カーボン・オ

フセットラベル使用の対象となる商

品・サービス、会議・イベント、自己

活動（以下「商品等」という）の提供

あるいは実施を現に行っており、かつ

これらの実施状況等を本制度の条件

及び趣旨に従って行うことができる

者とする。ただし、国又は地方公共団

体が関与して、特定の活動のために期

間を限定してその活動を遂行するた

めに事務局等を設置し、かつ国又は地

方公共団体による事務局等の設置根

拠が明示される場合に限り、事務局名

等で申請をすることができる。 
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15 条 

7 項 

8 項 

7 申請者の責めに帰すべき事由に

より申請案件が本審査の対象となら

なかった場合、認証取得者は、認証

センターに対し、既に支払われた手

数料の返還を求めることはできな

い。 

 

87 第 1 項及び前項における手数料

については、運営経費や申請案件数、

当該申請に含まれるカーボン･オフ

セットの取組の内容及び件数等を勘

案し、運営委員会において合理的に

定める。 

 

15 条 

7 項 

7 第 1 項及び前項における手数料に

ついては、運営経費や申請案件数、当

該申請に含まれるカーボン･オフセッ

トの取組の内容及び件数等を勘案し、

運営委員会において合理的に定める。 

 

18 条 

1 項 

第18条 前条第1項における本審査

の結果、認証基準にすべて適合して

いると認証委員会が判断した場合に

は、認証委員会は認証を与え、認証

センターは認証結果を当該案件の申

請者に通知するとともに、運営委員

会に報告する（以下、認証委員会が

認証を与えた日を「認証決定日」と

いう）。本制度に基づく認証は、認証

基準に基づくオフセット済み認証及

びオフセット予定認証からなる。 

18 条 

1 項 

第 18 条 前条第 1 項における本審査

の結果、認証基準にすべて適合してい

ると認証委員会が判断した場合には、

認証委員会は認証を与え、認証センタ

ーは認証結果を当該案件の申請者に

通知するとともに、運営委員会に報告

する。本制度に基づく認証は、認証基

準に基づくオフセット済み認証及び

オフセット予定認証からなる。 

 

19 条 

 

第 19 条 認証センターは、前条に基

づく認証が得られた申請者（仮認証

を取得した申請者については、前条

第 2 項に基づきオフセット済み認証

の効力が発生したことを意味し、以

下同様とする。また、以下、かかる

資格における申請者を「認証取得者」

という。）に対して、認証センターよ

り認証委員会名で認証書がを発行さ

れ、する。 

2 認証取得者は、認証基準、制度文

書及び別に定める約款を遵守するこ

19 条 第 19 条 認証センターは、前条に基

づく認証が得られた申請者（仮認証を

取得した申請者については、前条第 2

項に基づきオフセット済み認証の効

力が発生したことを意味し、以下同様

とする。また、以下、かかる資格にお

ける申請者を「認証取得者」という。）

に対して、認証委員会名で認証書を発

行する。 

2 認証取得者は、認証基準、制度文

書及び別に定める約款を遵守するこ

とを条件に、第 21 条に定める有効期
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とを条件に、第 21 条に定める有効期

間中、当該認証書を外部に公表する

ことができる。また、認証取得者は、

第 21 条に定める有効期間中、許諾を

得た認証対象についてのみ認証を取

得した事実を公表し、かつカーボ

ン・オフセットラベルを使用する権

利（以下「認証等の権利」という。）

を有する。 

 

23 カーボン・オフセットラベルは

社団法人海外環境協力センター（以

下「当社団」という。）が意匠設計し、

商標登録申請をされ行っているた

め、認証センター及び当社団は、カ

ーボン・オフセットラベルが不正に

使用された場合には、認証取得者の

認証等の権利を取り消しするととも

に、法的措置を取ることができる。 

34 認証センターは、運営委員会の

指導のもと、第 8 条第 1 項並びに第

2 項に基づく認証案件の案件情報管

理に係る実務を遂行し、ウェブペー

ジ上に第 818 条第 1 項、並びに第 2

項並びに第 3 項の認証結果を公開す

る。 

間中、認証書を外部に公表することが

できる。また、認証取得者は、第 21

条に定める有効期間中、許諾を得た認

証対象についてのみ認証を取得した

事実を公表し、かつカーボン・オフセ

ットラベルを使用する権利（以下「認

証等の権利」という。）を有する。 

3 カーボン・オフセットラベルは社

団法人海外環境協力センター（以下

「当社団」という。）が意匠設計し、

商標登録申請を行っているため、認証

センター及び当社団は、カーボン・オ

フセットラベルが不正に使用された

場合には、認証取得者の認証等の権利

を取り消しするとともに、法的措置を

取ることができる。 

4 認証センターは、運営委員会の指

導のもと、第 8 条第 1 項並びに第 2

項に基づく認証案件の案件情報管理

に係る実務を遂行し、ウェブページ上

に第 8 条第 1 項並びに第 2 項の認証

結果を公開する。 

 

21 条 第 21 条 認証等の権利が存続する

期間（以下、本章において「有効期

間」という。）は、認証の一時停止、

取消又は取り下げがない限り、第 18

条第1項及び第3項の認証決定日（仮

認証を取得した申請者については、

第18条第2項に基づきオフセット済

み認証の効力が発生した日を意味す

るものとし、以下、同様とする。）又

はその後の日で申請者が希望する日

（以下「有効期間開始日」という。）

21 条 第 21 条 認証等の権利が存続する期

間（以下、本章において「有効期間」

という。）は、認証の一時停止、取消

又は取り下げがない限り、第 18 条第

1 項及び第 3 項の認証決定日（仮認証

を取得した申請者については、第 18

条第 2 項に基づきオフセット済み認

証の効力が発生した日を意味するも

のとし、以下、同様とする。）又はそ

の後の日で申請者が希望する日（以下

「有効期間開始日」という。）から、
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から、申請され認証された有効期間

満了日までとする。ただし、有効期

間開始日は認証決定日から 1 年以内

の日に設定されるものとする。また、

有効期間満了日は、当該有効期間開

始日が属する前月の末日から起算し

て 1 年目の応答日までを最長として

申請者が指定した日までとする。た

だし、有効期間開始日は認証決定日

から 1 年以内の日に設定されるもの

とする。 

2 認証取得者は、認証決定日から前

項の有効期間開始日までは、認証等

の権利を行使することはできない。

なおただし、認証公表の準備を行う

ことはできる。 

3 認証を受けた案件において実施

された無効化の効果を他の案件に及

ぼすことはできない。ただし、付属

書 D に記載された場合については、

例外的な取扱いを認める。 

4 有効期間内に、認証基準や制度文

書等が改定された場合においても、

認証決定時の基準等を満たしている

限り、有効期間内における変更を要

しないものとする。 

5 認証センターは、ホームページに

おいて認証等の失効情報を提供す

る。 

申請され認証された有効期間満了日

までとする。有効期間は、当該有効期

間開始日が属する前月の末日から起

算して 1 年目の応答日までを最長と

して申請者が指定した日までとする。

ただし、有効期間開始日は認証決定日

から 1 年以内の日に設定されるもの

とする。 

2 認証取得者は、認証決定日から前

項の有効期間開始日までは、認証等の

権利を行使することはできない。ただ

し、認証公表の準備を行うことはでき

る。 

3 認証を受けた案件において実施

された無効化の効果を他の案件に及

ぼすことはできない。ただし、付属書

D に記載された場合については、例外

的な取扱いを認める。 

4 有効期間内に、認証基準や制度文

書等が改定された場合においても、認

証時の基準等を満たしている限り、有

効期間内における変更を要しないも

のとする。 

5 認証センターは、ホームページに

おいて認証等の失効情報を提供する。 

 

18 条 

4 項 

 

4 認証取得者は、認証センターに対

し、それぞれに掲げる期限までに下

記事項について書面又は電磁的方法

により報告しなければならない。た

だし、電磁的方法による報告につい

ては認証センターによる受領確認の

通知をもって受領とみなす。 

（１）オフセット済み認証に関する

18 条 

4 項 

4 認証取得者は、認証センターに対

し、それぞれに掲げる期限までに下記

事項について書面又は電磁的方法に

より報告しなければならない。ただ

し、電磁的方法による報告については

認証センターによる受領確認の通知

をもって受領とみなす。 

（４）オフセット済み認証に関する
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仮認証、またはオフセット予

定認証として認証を受けた認

証取得者については、前項に

定める無効化後 10 営業日以

内に、無効化確定報告書を提

出しなければならない。 

（２）カーボン・オフセットラベル

又は認証情報を付した印刷物

等を広く配布する必要がある

場合は、事前にラベル使用等

報告書とともに当該印刷物等

の見本を認証センターに対し

て事前に提出しなければなら

ない。 

（３）有効期間満了後 6 カ月以内

に、時には、遅滞なく有効期

間満了報告書を提出しなけれ

ばならない。 

仮認証、またはオフセット予定

認証として認証を受けた認証

取得者については、前項に定め

る無効化後 10 営業日以内に、

無効化確定報告書を提出しな

ければならない。 

（５）カーボン・オフセットラベル又

は認証情報を付した印刷物等

を広く配布する必要がある場

合は、事前にラベル使用等報告

書とともに当該印刷物等の見

本を認証センターに対して事

前に提出しなければならない。 

（６）有効期間満了時には、遅滞なく

有効期間満了報告書を提出し

なければならない。 

 

36 条 （業務確認に伴う結果と発生する権

利） 

第 36 条 前条第 1 項に基づく確認が

得られた制度参加者（以下「情報公

開対象者」という。）は、認証基準、

制度文書並びに別に定める約款を遵

守することを前提に、「あんしんプロ

バイダー」の名称を使用することが

できる。 

2 「あんしんプロバイダー」は当社

団が商標登録され申請を行っている

ため、認証センター及び当社団は、

名称が不正に使用された場合には、

情報公開対象者の名称使用権を停止

するとともに、法的措置を取ること

ができる。 

36 条 （業務確認に伴う結果と発生する権

利） 

第 36 条 前条第 1 項に基づく確認が

得られた制度参加者（以下「情報公開

対象者」という。）は、認証基準、制

度文書並びに別に定める約款を遵守

することを前提に、「あんしんプロバ

イダー」の名称を使用することができ

る。 

2 「あんしんプロバイダー」は当社

団が商標登録申請を行っているため、

認証センター及び当社団は、名称が不

正に使用された場合には、情報公開対

象者の名称使用権を停止するととも

に、法的措置を取ることができる。 

 

37 条 

1 項 

2 項 

（情報公開及び名称使用の期限） 

第 37 条 情報公開ならびに「あんし

んプロバイダー」の名称使用の有効

37 条 

1 項 

2 項 

（情報公開及び名称使用の期限） 

第 37 条 情報公開ならびに「あんし

んプロバイダー」の名称使用の有効期
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期間（以下、本章において「有効期

間」という。）は、一時停止、又は取

り下げがない限り、認証委員会確認

情報公開日（以下、「有効期間開始日」

という）から、有効期間満了日まで

とする。有効期間満了日は、有効期

間開始日の前月の末日から起算して

1 年目の応答日までを最長とする。 

2 有効期間内に、認証基準や制度文

書等が改定された場合においても、

認証委員会確認時情報公開日の基準

等を満たしている限り、有効期間内

における変更を要しないものとす

る。 

間（以下、本章において「有効期間」

という。）は、一時停止、又は取り下

げがない限り、情報公開日の前月の末

日から起算して 1 年目の応答日まで

を最長とする。 

2 有効期間内に、認証基準や制度文

書等が改定された場合においても、情

報公開日の基準等を満たしている限

り、有効期間内における変更を要しな

いものとする。 

 

付 属

書 C 

付属書 C： 環境省カーボン・オフ

セットモデル事業の取り扱い 

 

（Ⅰ-２会議・イベント開催オフセッ

トの申請者） 

1. 環境省カーボン・オフセットモ

デル事業として採択されたⅠ-２

会議・イベント開催オフセット

の取組については、申請者と会

議・イベントの開催主体が国又

は開催地の地方公共団体の場合

に限り、開催主体の協力が確実

に得られると認められる場合に

は、開催主体以外の者が当該会

議・イベントオフセットについ

ての適性管理義務を負うことを

前提に申請者となることができ

る。 

 

（環境省が指定した手数料） 

1.2. 環境省カーボン・オフセットの

モデル事業として採択された取

組が、本認証制度における案件

付 属

書 C 

付属書 C： モデル事業の取り扱い 

 

（環境省が指定した手数料） 

1. 環境省のモデル事業として採択

された取組が、本認証制度におけ

る案件として第 15 条の申請を行

う場合には、第 15 条第 1 項に基

づく手数料のうち、環境省が指定

した部分の支払いについては、審

査結果確定後に支払うものとす

る。 
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として第 15 条の申請を行う場合

には、第 15 条第 1 項に基づく手

数料のうち、環境省が指定した

部分の支払いについては、審査

結果確定後に支払うものとす

る。 

付 属

書 E 

 

付属書 E：認証決定日前の活動に対

する認証等の権利付与条件 

（平成 22 年度基準） 

 

本認証制度の品質を保持するため

に、認証の対象とする活動期間開始

日が認証決定日以前の活動に対する

認証委員会における認証等の権利付

与にあたっての条件を以下の通り設

定する。 

 

（排出量の認識） 

1. 当該活動の期間開始時点から認

証決定時まで、算定範囲の設定

が同一であることを確認できる

こと。 

 

2. 当該活動開始時点からの活動

量、原単位ともに第三者が検証

可能であること。具体的には、

少なくとも当該活動開始時点か

ら認証決定時までの活動量が全

て記録されており、かつ、利用

した原単位が、当該活動開始時

点から認証決定時までの間の公

開情報として確認することがで

きること。 

 

（削減努力の実施） 

3. 当該活動開始時点から認証決定

時までの間すでに実施されてき

― ― 
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たものであり、認証決定時以降

も継続して実施する予定である

ことが確認できること。 

 

（情報提供） 

4. 当該活動の期間開始時点から認

証決定時までの間に公開・情報

提供された内容と認証決定時以

降の内容とが整合していること

を確認できること。 

 

5. 算定範囲、算定方法、削減努力、

排出量の埋め合わせ等の内容に

ついて、当該活動期間開始時点

から認証決定時までと認証決定

時以降で変更がない旨を記載す

ること。 

 

（その他） 

6. 認証対象活動開始後 1 年以内に

認証を取得すること。 

7. 認証の対象とする活動期間開始

日が認証決定日以前の場合は、

当該活動期間開始日が属する前

月の末日から起算して 1 年目の

応答日までを最長として申請者

が指定した日までとする。 

 

附則（平成 22 年 12 月 9 日運営委員

会の決議による付属書 C の取り扱

い） 

この規定は、平成 22 年度に申請され

た審査対象案件について、適用する。 

なお、平成 23 年 4 月 1 日以降につい

ての付属書Eの取扱ついては平成23

年度の検討事項とする。 


